
2026年 7月 14日 

 

投資者の皆さまへ 

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社 

 

 

「中小型成長株オープン」 

投資信託約款変更のお知らせ 

 
平素は弊社投資信託に格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、ご投資いただいております「中小型成長株オープン」（以下、「ファンド」といいます。）

につきまして、下記のとおり投資信託約款の変更を行いますので、お知らせいたします。 
なお、今般の約款変更に関しまして、投資者の皆さまに特段のお手続きをいただくことはあり

ません。 
投資者の皆さまにおかれましては、何卒ご理解くださいますとともに、今後とも弊社投資信託

を御愛顧賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 
 

記 
１．投資信託約款変更の内容 

詳細は、別紙「投資信託約款の新旧対照表」をご高覧ください。 

 
２．投資信託約款変更の理由 

ファンドと実質的に同一の運用の基本方針を有する「中小型日本株マザーファンド」を新設

し、当該マザーファンド受益証券を主要投資対象とするファミリーファンド方式へ変更い

たします。 

また、NISA 成長投資枠の要件に適合させる目的で、デリバティブ取引に係る利用目的を明

確化するため、および信託期間の償還日を変更するため、投資信託約款の変更を行います。 

併せて信託金の限度額を 300億円から 1,000億円に引き上げます。 

なお、投資信託約款変更の対象ではありませんが、現在無料としております申込手数料を有

料化いたします。 

 
３．投資信託約款の変更適用日 

2026年 7月 15日 

以上 
 

お問合わせ先 
ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社 電話番号 03-3516-1300 

（受付時間︓営業日の午前 9時～午後 5時） 
 

 



（別紙） 

投資信託約款の新旧対照表 

 

新 旧 

運用の基本方針 

2．運用方法 

（1）投資対象 

中小型日本株マザーファンド（以

下、「マザーファンド」といいます。）

の受益証券を主要投資対象としま

す。 
 

（2）投資態度 

① 主として、マザーファンドの受益

証券への投資を通じて、わが国の

金融商品取引所上場（上場予定を

含みます。）株式のうち、相対的に

時価総額が中小型規模の株式に投

資を行い、投資信託財産の成長を

目指して積極的な運用を行いま

す。また、新興市場の株式に積極的

に投資する場合もあります。 

② （略） 

③ 株式の実質組入比率は高位を保つ

ことを基本とします。 

④ 株式以外の資産の実質投資割合

は、原則として投資信託財産総額

の 50％以下とします。 

⑤ （略） 

 

（3）投資制限 

① マザーファンドの受益証券への投

資割合には制限を設けません。 

② 株式（新株引受権証券および新株

予約権証券を含みます。）への実質

投資割合には制限を設けません。 

③ 投資信託証券（マザーファンドの

受益証券および上場投資信託証券

等を除きます。）への実質投資割合

は、投資信託財産の純資産総額の

5％以下とします。 

④ 外貨建資産への投資は行いませ

ん。 

⑤ デリバティブ取引は、価格変動お

運用の基本方針 

2．運用方法 

（1）投資対象 

わが国の金融商品取引所上場（上場

予定を含みます。）株式を主要投資対

象とします。 
 
 

（2）投資態度 

① 主として、わが国の金融商品取引

所上場（上場予定を含みます。）株

式のうち、相対的に時価総額が中

小型規模の株式に投資を行い、投

資信託財産の成長を目指して積極

的な運用を行います。また、新興市

場の株式に積極的に投資する場合

もあります。 

 

② （略） 

③ 株式の組入比率は高位を保つこと

を基本とします。 

④ 株式以外の資産の投資割合は、原

則として投資信託財産総額の 50％

以下とします。 

⑤ （略） 

 

（3）投資制限 

（新設） 

 

① 株式（新株引受権証券および新株

予約権証券を含みます。）への投資

割合には制限を設けません。 

② 投資信託証券（上場投資信託証券

等を除きます。）への投資割合は、

投資信託財産の純資産総額の 5％

以下とします。 

 

③ 外貨建資産への投資は行いませ

ん。 

（新設） 



よび金利変動により生じるリスク

を減じる目的ならびに投資の対象

とする資産を保有した場合と同様

の損益を実現する目的以外には利

用しません。 

⑥ 一般社団法人資産運用業協会規則

に定める一の者に対する株式等エ

クスポージャー、債券等エクスポ

ージャーおよびデリバティブ等エ

クスポージャーの投資信託財産の

純資産総額に対する比率は、原則

として、それぞれ 10％、合計で

20％以内とすることとし、当該比

率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人資産運用業協会

規則に従い当該比率以内となるよ

う調整を行うこととします。 

 

3．収益分配方針 

年 2 回、3 月 4 日および 9 月 4 日

（それぞれ休業日の場合は翌営業

日）に決算を行い、原則として、以下

の方針に基づき収益分配を行いま

す。 
① 分配対象収益の範囲 

繰越分を含めた経費控除後の配

当等収益と売買益（評価益を含み

ます。）等の全額とします。繰越分

を含めた経費控除後の配当等収益

には、マザーファンドの配当等収

益のうち、投資信託財産に帰属す

べき配当等収益を含むものとしま

す。 

②～③ （略） 

 

 

 

 

 

④ 一般社団法人資産運用業協会規則

に定める一の者に対する株式等エ

クスポージャー、債券等エクスポ

ージャーおよびデリバティブ等エ

クスポージャーの投資信託財産の

純資産総額に対する比率は、原則

として、それぞれ 10％、合計で

20％以内とすることとし、当該比

率を超えることとなった場合に

は、一般社団法人資産運用業協会

規則に従い当該比率以内となるよ

う調整を行うこととします。 

 

3．収益分配方針 

年 2 回、3 月 4 日および 9 月 4 日

（それぞれ休業日の場合は翌営業

日）に決算を行い、原則として、以下

の方針に基づき収益分配を行いま

す。 
① 分配対象収益の範囲 

繰越分を含めた経費控除後の配

当等収益と売買益（評価益を含み

ます。）等の全額とします。 

 

 

 

 

 

②～③ （略） 

（信託金の限度額） 
第 4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金

1,000億円を限度として信託金を追

加することができるものとします。 

② （略） 

（信託金の限度額） 
第 4条 委託者は、受託者と合意のうえ、金

300億円を限度として信託金を追加

することができるものとします。 

② （略） 
（信託期間） 
第 5条 この信託の期間は、投資信託契約締

結日から 2047年 3月 4日まで、また

は第 43 条第 1項、第 44条第 1項、

第 45条第 1項、および第 47条第 2

（信託期間） 
第 5条 この信託の期間は、投資信託契約締

結日から 2029年 3月 2日まで、また

は第 43条第 1項、第 44条第 1項、

第 45条第 1項、および第 47条第 2



項の規定による信託の終了日までと

します。 
項の規定による信託の終了日までと

します。 
（運用の指図範囲等） 
第 17条 委託者は、信託金を、主としてＳ

ＢＩ岡三アセットマネジメント株式

会社を委託者とし、三井住友信託銀

行株式会社を受託者として締結され

た親投資信託である中小型日本株マ

ザーファンド（以下、「マザーファン

ド」といいます。）の受益証券のほ

か、次の有価証券（金融商品取引法

第 2条第 2項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利

を除くものとし、本邦通貨表示のも

のに限ります。）に投資することを指

図します。また、保有する有価証券

（投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則に規定するものに限りま

す。）をもってマザーファンドの受益

証券に投資することを指図すること

ができます。 

1．～22．（略） 

（略） 

②～③ （略） 

④ 委託者は、投資信託財産に属する投

資信託証券（マザーファンド受益証券

を除きます。）の時価総額（マザーフ

ァンドの投資信託財産に属する投資

信託証券の時価総額のうち投資信託

財産に属するとみなした額を含みま

す。）が、投資信託財産の純資産総額

の 100 分の 5 を超えることとなる投

資の指図を行いません。ただし、取引

所金融商品市場または外国市場に上

場等され、かつ当該取引所において常

時売却可能（市場急変等により一時的

に流動性が低下している場合を除き

ます。）な投資信託証券および投資信

託財産に既に組入れていた株式等が

転換等により投資信託証券に該当す

ることとなったもの（上場投資信託証

券等といいます。）の時価総額につい

ては投資信託証券の時価総額の合計

額の計算において、これを算入しませ

（運用の指図範囲等） 
第 17条 委託者は、信託金を、主として次

の有価証券（金融商品取引法第 2条

第 2項の規定により有価証券とみな

される同項各号に掲げる権利を除く

ものとし、本邦通貨表示のものに限

ります。）に投資することを指図しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．～22．（略） 

（略） 

②～③ （略） 

④ 委託者は、投資信託財産に属する投

資信託証券の時価総額が、投資信託財

産の純資産総額の 100 分の 5 を超え

ることとなる投資の指図を行いませ

ん。ただし、取引所金融商品市場また

は外国市場に上場等され、かつ当該取

引所において常時売却可能（市場急変

等により一時的に流動性が低下して

いる場合を除きます。）な投資信託証

券および投資信託財産に既に組入れ

ていた株式等が転換等により投資信

託証券に該当することとなったもの

（上場投資信託証券等といいます。）

の時価総額については投資信託証券

の時価総額の合計額の計算において、

これを算入しません。 

 

 

 

 



ん。 

⑤ 前項において、マザーファンドの投

資信託財産に属する投資信託証券の

時価総額のうち投資信託財産に属す

るとみなした額とは、投資信託財産に

属するマザーファンドの受益証券の

時価総額に、マザーファンドの投資信

託財産の純資産総額に占める投資信

託証券の時価総額の割合を乗じて得

た額をいいます。 

 

（新設）  

（信用取引の指図範囲） 
第 21条 （略） 

② （略） 

（信用取引の指図、目的および指図範囲） 
第 21条 （略） 

② （略） 
（先物取引等の運用指図） 
第 22条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の価格変動リスクを回避するた

め、わが国の取引所における有価証

券先物取引（金融商品取引法第 28条

第 8項第 3号イに掲げるものをいい

ます。）、有価証券指数等先物取引

（金融商品取引法第 28条第 8項第 3

号ロに掲げるものをいいます。）およ

び有価証券オプション取引（金融商

品取引法第 28条第 8項第 3号ハに掲

げるものをいいます。）ならびに外国

の取引所等におけるこれらの取引と

類似の取引を行うことの指図をする

ことができます。なお、選択権取引

は、オプション取引に含めて取り扱

うものとします。（以下同じ。） 

 

② 委託者は、投資信託財産に属する資

産の価格変動リスクを回避するため、

わが国の取引所における金利にかか

る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所等におけるこれ

らの取引と類似の取引を行うことの

指図をすることができます。 

（先物取引等の指図および目的） 
第 22条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するため、

ならびに価格変動リスクを回避する

ため、わが国の取引所における有価

証券先物取引（金融商品取引法第 28

条第 8項第 3号イに掲げるものをい

います。）、有価証券指数等先物取引

（金融商品取引法第 28条第 8項第 3

号ロに掲げるものをいいます。）およ

び有価証券オプション取引（金融商

品取引法第 28条第 8項第 3号ハに掲

げるものをいいます。）ならびに外国

の取引所等におけるこれらの取引と

類似の取引を行うことの指図をする

ことができます。なお、選択権取引

は、オプション取引に含めて取り扱

うものとします。（以下同じ。） 

② 委託者は、投資信託財産に属する資

産の効率的な運用に資するため、なら

びに価格変動リスクを回避するため、

わが国の取引所における金利にかか

る先物取引およびオプション取引な

らびに外国の取引所等におけるこれ

らの取引と類似の取引を行うことの

指図をすることができます。 

（スワップ取引の運用指図） 
第 23条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の価格変動リスクを回避するた

め、異なった受取金利、または異な

った受取金利とその元本を一定の条

（スワップ取引の指図、目的および指図範囲） 
第 23条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するため、

および価格変動リスクを回避するた

め、異なった受取金利、または異な



件のもとに交換する取引（以下、「ス

ワップ取引」といいます。）を行うこ

との指図をすることができます。 

 

② スワップ取引の指図にあたっては、

当該取引の契約期限が、原則として第

5条に定める信託期間を超えないもの

とします。ただし、当該取引が当該信

託期間内で全部解約が可能なものに

ついてはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の指図にあたっては、

当該投資信託財産にかかるスワップ

取引の想定元本の総額（マザーファン

ドの投資信託財産にかかるスワップ

取引の想定元本の総額のうち投資信

託財産に属するとみなした額を含み

ます。以下、同じ。）が、投資信託財産

の純資産総額を超えないものとしま

す。なお、投資信託財産の一部解約等

の事由により、投資信託財産の純資産

総額が減少して、スワップ取引の想定

元本の総額が投資信託財産の純資産

総額を超えることとなった場合には、

委託者は、すみやかに、その超える額

に相当するスワップ取引の一部の解

約を指図するものとします。 

④ 前項において、マザーファンドの投

資信託財産にかかるスワップ取引の想

定元本の総額のうち投資信託財産に属

するとみなした額とは、マザーファン

ドの投資信託財産にかかるスワップ取

引の想定元本の総額に、マザーファン

ドの投資信託財産の純資産総額に占め

る投資信託財産に属するマザーファン

ドの受益証券の時価総額の割合を乗じ

て得た額をいいます。 

⑤ スワップ取引の評価は、当該取引契

約の相手方が市場実勢金利等をもと

に算出した価額で評価するものとし

ます。 

⑥ 委託者は、スワップ取引を行うにあ

たり担保の提供あるいは受入れが必

要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 

った受取金利とその元本を一定の条

件のもとに交換する取引（以下、「ス

ワップ取引」といいます。）を行うこ

との指図をすることができます。 

② スワップ取引の指図にあたっては、

当該取引の契約期間が、原則として第

5条に定める信託期間を超えないもの

とします。ただし、当該取引が当該信

託期間内で全部解約が可能なものに

ついてはこの限りではありません。 

③ スワップ取引の指図にあたっては、

当該投資信託財産にかかるスワップ

取引の想定元本の総額が、投資信託財

産の純資産総額を超えないものとし

ます。なお、投資信託財産の一部解約

等の事由により、投資信託財産の純資

産総額が減少して、スワップ取引の想

定元本の総額が投資信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合に

は、委託者は、すみやかに、その超え

る額に相当するスワップ取引の一部

の解約を指図するものとします。 

 

 

 

 

（新設）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ スワップ取引の評価は、当該取引契

約の相手方が市場実勢金利等をもと

に算出した価額で評価するものとし

ます。 

⑤ 委託者は、スワップ取引を行うにあ

たり担保の提供あるいは受入れが必

要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 



（金利先渡取引の運用指図） 
第 24条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の価格変動リスクを回避するた

め、金利先渡取引を行うことの指図

をすることができます。 

 

② （略） 

③ 金利先渡取引の指図にあたっては、

当該投資信託財産にかかる金利先渡

取引の想定元本の総額（マザーファン

ドの投資信託財産にかかる金利先渡

取引の想定元本の総額のうち投資信

託財産に属するとみなした額を含み

ます。以下、同じ。）が、保有金利商品

の時価総額（マザーファンドの投資信

託財産に属する金利商品の時価総額

のうち投資信託財産に属するとみな

した額を含みます。以下、同じ。）を超

えないものとします。なお、投資信託

財産の一部解約等の事由により、保有

金利商品の時価総額が減少して、金利

先渡取引の想定元本の総額が保有金

利商品の時価総額を超えることとな

った場合には、委託者は、すみやかに、

その超える額に相当する金利先渡取

引の一部の解約を指図するものとし

ます。 

④ 前項において、マザーファンドの投

資信託財産にかかる金利先渡取引の

想定元本の総額のうち投資信託財産

に属するとみなした額とは、マザーフ

ァンドの投資信託財産にかかる金利

先渡取引の想定元本の総額に、マザー

ファンドの投資信託財産の純資産総

額に占める投資信託財産に属するマ

ザーファンドの受益証券の時価総額

の割合を乗じて得た額をいいます。ま

た、マザーファンドの投資信託財産に

属する金利商品の時価総額のうち投

資信託財産に属するとみなした額と

は、投資信託財産に属するマザーファ

ンドの受益証券の時価総額に、マザー

ファンドの投資信託財産の純資産総

額に占める金利商品の時価総額の割

（金利先渡取引の指図、目的および指図範囲） 
第 24条 委託者は、投資信託財産に属する

資産の効率的な運用に資するため、

および価格変動リスクを回避するた

め、金利先渡取引を行うことの指図

をすることができます。 

② （略） 

③ 金利先渡取引の指図にあたっては、

当該投資信託財産にかかる金利先渡

取引の想定元本の総額が、保有金利商

品の時価総額を超えないものとしま

す。なお、投資信託財産の一部解約等

の事由により、保有金利商品の時価総

額が減少して、金利先渡取引の想定元

本の総額が保有金利商品の時価総額

を超えることとなった場合には、委託

者は、すみやかに、その超える額に相

当する金利先渡取引の一部の解約を

指図するものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



合を乗じて得た額をいいます。 

⑤ 金利先渡取引の評価は、当該取引契

約の相手方が市場実勢金利等をもと

に算出した価額で評価するものとし

ます。 

⑥ 委託者は、金利先渡取引を行うにあ

たり担保の提供あるいは受入れが必

要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 

 

④ 金利先渡取引の評価は、当該取引契

約の相手方が市場実勢金利等をもと

に算出した価額で評価するものとし

ます。 

⑤ 委託者は、金利先渡取引を行うにあ

たり担保の提供あるいは受入れが必

要と認めたときは、担保の提供あるい

は受入れの指図を行うものとします。 

（有価証券の貸付の指図および範囲） 
 

第 25条 （略） 

②～③ （略） 

（有価証券の貸付の指図、目的および指図範

囲） 
第 25条 （略） 

②～③ （略） 
（一部解約の請求および有価証券売却等の指

図） 
第 29条 委託者は、投資信託財産に属する

マザーファンドの受益証券にかかる

投資信託契約の一部解約の請求およ

び有価証券の売却等の指図をするこ

とができます。 

（有価証券売却等の指図） 
 

第 29条 委託者は、投資信託財産に属する

有価証券の売却等の指図をすること

ができます。 

（再投資の指図） 

第 30条 委託者は、前条の規定によるマザ

ーファンドの受益証券にかかる投資

信託契約の一部解約金、有価証券の

売却代金、有価証券にかかる償還金

等、株式の清算分配金、有価証券等

にかかる利子等、株式の配当金およ

びその他の収入金を再投資すること

の指図ができます。 

（再投資の指図） 

第 30条 委託者は、前条の規定による有価

証券の売却代金、有価証券にかかる

償還金等、株式の清算分配金、有価

証券等にかかる利子等、株式の配当

金およびその他の収入金を再投資す

ることの指図ができます。 

 

（収益の分配方式） 
第 38条 投資信託財産から生ずる毎計算期

末における利益は、次の方法により

処理します。 

1．配当金、利子、貸付有価証券にか

かる品貸料およびこれ等に類する

収益から支払利息を控除した額

（以下、「配当等収益」といいま

す。）とマザーファンドの投資信託

財産に属する配当等収益のうち投

資信託財産に属するとみなした額

（以下、「みなし配当等収益」とい

います。）との合計額は、諸経費、

信託報酬および当該信託報酬にか

かる消費税等に相当する金額を控

（収益の分配方式） 
第 38条 投資信託財産から生ずる毎計算期

末における利益は、次の方法により

処理します。 

1．配当金、利子、貸付有価証券にか

かる品貸料およびこれ等に類する

収益から支払利息を控除した額

（以下、「配当等収益」といいま

す。）は、諸経費、信託報酬および

当該信託報酬にかかる消費税等に

相当する金額を控除した後、その

残額を受益者に分配することがで

きます。なお、次期以降の分配に

あてるため、その一部を分配準備

積立金として積み立てることがで



除した後、その残額を受益者に分

配することができます。なお、次

期以降の分配にあてるため、その

一部を分配準備積立金として積み

立てることができます。 

2．売買損益に評価損益を加減した利

益金額からみなし配当等収益を控

除して得た利益金額（以下、「売買

益」といいます。）は、諸経費、信

託報酬および当該信託報酬にかか

る消費税等に相当する金額を控除

し、繰越欠損金のあるときは、そ

の全額を売買益をもって補てんし

た後、受益者に分配することがで

きます。なお、次期以降の分配に

あてるため、分配準備積立金とし

て積み立てることができます。 

② 前項第 1 号におけるみなし配当等

収益とは、マザーファンドの投資信託

財産にかかる配当等収益の額にマザ

ーファンドの投資信託財産の純資産

総額に占める投資信託財産に属する

マザーファンドの受益証券の時価総

額の割合を乗じて得た額をいいます。 

③ 毎計算期末において、投資信託財産

につき生じた損失は、次期に繰り越し

ます。 

きます。 

 

 

 

 

2．売買損益に評価損益を加減した利

益金額（以下、「売買益」といいま

す。）は、諸経費、信託報酬および

当該信託報酬にかかる消費税等に

相当する金額を控除し、繰越欠損

金のあるときは、その全額を売買

益をもって補てんした後、受益者

に分配することができます。なお、

次期以降の分配にあてるため、分

配準備積立金として積み立てるこ

とができます。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

② 毎計算期末において、投資信託財産

につき生じた損失は、次期に繰り越し

ます。 

 


